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(百万円未満切捨て)
１．平成28年２月期の業績（平成27年２月21日～平成28年２月20日）

（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年２月期 48,402 8.6 3,233 33.5 3,379 36.3 1,968 43.6

27年２月期 44,561 5.7 2,422 △31.9 2,480 △31.9 1,370 △37.4
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

28年２月期 75.24 ― 9.9 10.9 6.7

27年２月期 52.34 ― 7.3 9.2 5.4

(参考) 持分法投資損益 　28年２月期 ―百万円 　27年２月期 ―百万円
　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

28年２月期 32,795 20,433 62.3 781.16

27年２月期 29,326 19,425 66.2 742.62

(参考) 自己資本 　28年２月期 20,433百万円 　27年２月期 19,425百万円
　

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

28年２月期 3,198 △2,546 84 1,357

27年２月期 1,893 △4,584 1,964 620
　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

27年２月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 314 22.9 1.7

28年２月期 ― 0.00 ― 14.00 14.00 367 18.6 1.8

29年２月期(予想) ― 0.00 ― 14.00 14.00 17.4
　

３．平成29年２月期の業績予想（平成28年２月21日～平成29年２月20日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 30,451 8.3 3,612 9.0 3,628 7.9 2,343 9.0 89.58

通 期 51,795 7.0 3,464 7.1 3,620 7.1 2,102 6.8 80.38
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※ 注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 有

　④ 修正再表示 ： 無

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年２月期 26,240,800 株 27年２月期 26,240,800 株

② 期末自己株式数 28年２月期 82,750 株 27年２月期 82,750 株

③ 期中平均株式数 28年２月期 26,158,050 株 27年２月期 26,186,121 株

　(注) 当社は、平成26年６月19日より「役員報酬BIP信託」を導入しております。

　 当事業年度末の自己株式数には、当該信託が所有する当社株式82,400株を含めております。

※ 監査手続の実施状況に関する表示

　 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品

取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　 本資料に記載されている業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要

素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化により予想数値と異なる場合があります。

なお、業績予想に関する事項は添付資料２ページ「１．経営成績 (1) 経営成績に関する分析 ②次期の見通し」を

ご覧ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

①当期の経営成績

当事業年度における我が国経済は、政府による経済政策や日銀による金融緩和政策等により、前半は緩やかな景

気回復基調で推移したものの、その後は回復のペースも鈍化し、横ばいの状況で推移しました。個人消費につきま

しても、回復の兆しが見られた企業収益への期待が雇用や所得環境の改善を後押しし、緩やかな回復基調が見られ

たものの、後半は力強さを欠きました。

自転車業界におきましては、円安による仕入価格の上昇、一般自転車の販売台数の減少傾向が顕著となり、厳し

い経営環境が続きましたが、反面、スポーツサイクル、電動アシスト自転車等の人気が高まるなど、消費者動向に

変化が見られました。

このような状況のもと、当社におきましては、お客様のさらなる快適なサイクルライフの実現のため、2015年２

月に「あさひ VISION 2020 -NEXT STAGE-」を策定いたしました。そして、それに沿った一年目として、「お客様の、

自転車と共にある生活」を軸にした施策を展開いたしました。スポーツサイクルの楽しみを前面に押し出した専門

店の開設、サイクルライフを豊かにするアクセサリやウェア等の品揃えを強化した新たなご提案、自転車保険のプ

レゼントキャンペーンによる安心のご提供など、自転車専門店として、お客様の一層の利便性を追求したサービス

を展開いたしました。

ＰＢ(プライベートブランド)商品につきましては、お客様がお好みのオプションを楽しめる自転車「イノベーシ

ョンファクトリー」シリーズを開発するなど、潜在ニーズを掘り起こす商品展開を行いました。さらに、スポーツ

サイクル市場への対応強化の一環として、オリジナルパーツブランド「ILMIK(イルミック)」、および当社が厳選し

たＮＢパーツを掲載した、当社初のパーツカタログを発刊するなど、スポーツパーツの充実を図りました。

　物流機能につきましては、各店への個別配送であった一部メーカーからの商品納入を東西の自社倉庫への一括納

入に切り替え、当社システムによる総合的な在庫管理体制を強化することで、さらなる合理化・効率化を推進し、

収益性の向上を図りました。

新規出店につきましては、北海道へ１店舗、関東地域へ11店舗、甲信越地域へ２店舗、中部地域へ４店舗、近畿

地域へ４店舗、中国地域へ３店舗、九州地域に３店舗の計28店舗を出店するとともに、中部地域の１店舗、近畿地

域の２店舗を移転し、関東地域の３店舗、中部地域の２店舗、近畿地域の１店舗を建て替えいたしました。また、

関東地域、中国地域、九州地域でそれぞれ１店舗、計３店舗を閉店いたしました。この結果、当期の店舗数は直営

店394店、FC店24店のあわせて418店となりました。

これらの結果、当事業年度の売上高は48,402百万円（前期比8.6％増）となりました。一方で、販売費及び一般管

理費は人員の増加、店舗数の増加により20,546百万円（前期比6.3％増）となり、営業利益は3,233百万円（前期比

33.5％増）となりました。経常利益は3,379百万円（前期比36.3％増）、当期純利益は1,968百万円（前期比43.6％

増）となりました。

なお、当社は自転車小売事業を行う単一セグメントのため、セグメント別の記載を省略しております。

②次期の見通し

次期の見通しにつきましては、国内外における金融市場の不安定さに対する懸念は残るものの、緩やかな回復基

調は続くと見込まれ、個人消費も年度末にかけての消費増税を控えた駆け込み需要が復調を後押しし、底堅さを取

り戻していくと予想されます。2016年2月期より策定した「あさひ VISION 2020 -NEXT STAGE-」は2年目を迎え、お

客様お一人おひとりとのつながりを一層深くするために、ご利用・ご来店頻度の向上に資する施策に取り組んでま

いります。

具体的には、自転車をより安心安全にご利用いただける環境整備の一環として、2016年２月21日より、あさひオ

リジナル自転車保険「サイクルパートナー」の取り扱いを開始、2016年３月１日より、出張修理引取り・お届けサ

ービス「サイクルポーター」を東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県・愛知県・大阪府・兵庫県のエリアの計224店舗

で本格的に開始いたしました。また昨年から展開を進めているスポーツ専門フロアにつきましては、新たに約80店

舗のリニューアルを実施し、より本格的なスポーツ車の普及並びに楽しみ方の提供などスポーツサイクル文化の発

展に尽力してまいります。これら新たな取り組みに加え、2016年５月より新POSシステムを導入し、カウンター業務

の低減や発注・精算などレジ作業の簡素化など店内作業時間を短縮し、お客様へよりきめ細かな接客が行えるよう

取り組んでまいります。

　このような取り組みをふまえ、次期につきましては、既存店売上高前年比は約102％を目指してまいります。また

出店につきましては、新規出店24店舗(うちＦＣ4店舗予定)、移転１店舗、建替え４店舗を予定しております。粗利

益につきまして、為替の状況は依然として不安定な状況が続くものと予測されますが、引き続き魅力ある新商品の

開発及び様々な新サービスの提供を行い、粗利益率49.3%の確保を目標としてまいります。
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　「あさひ VISION 2020 -NEXT STAGE-」につきましては、オムニチャネルの構築に向けたシステム開発、より専門

性を高めた提案型店舗の展開、社内教育体制の整備など、掲げた目標の達成に向けて、着実に各種施策を進めてま

いります。

以上のような取り組みを行い、平成29年２月期につきましては、売上高51,795百万円、営業利益3,464百万円、経

常利益3,620百万円、当期純利益2,102百万円の増収増益を見込んでおります。

（２）財政状態に関する分析

(資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析)

①資産

当事業年度末の総資産の残高は、前事業年度末と比較して3,468百万円増加し、32,795百万円となりました。

流動資産は、前事業年度末と比較して2,526百万円増加し、13,447百万円となりました。これは主に、商品の増加

1,454百万円、未着商品の増加276百万円、現金及び預金の増加735百万円、繰延税金資産の増加359百万円、為替予

約の減少638百万円等によるものであります。

固定資産は、前事業年度末と比較して942百万円増加し、19,347百万円となりました。これは主に、新規出店に伴

う建物の増加736百万円、差入保証金の増加412百万円、建設仮勘定の減少226百万円等によるものであります。

②負債

当事業年度末の負債の残高は、前事業年度末と比較して2,460百万円増加し、12,361百万円となりました。

流動負債は、前事業年度末と比較して2,967百万円増加し、9,758百万円となりました。これは主に、1年内返済予

定の長期借入金の増加966百万円、短期借入金の増加500百万円、買掛金の増加432百万円、未払法人税等の増加298

百万円、為替予約の増加393百万円等によるものであります。

固定負債は、前事業年度末と比較して506百万円減少し、2,603百万円となりました。これは主に、長期借入金の

減少1,066百万円、繰延税金負債の増加348百万円等によるものであります。

③純資産

当事業年度末の純資産の残高は、前事業年度末と比較して1,008百万円増加し、20,433百万円となりました。これ

は主に、当期純利益による増加1,968百万円、繰延ヘッジ損益の減少644百万円、剰余金の配当による減少314百万円

によるものであります。

④キャッシュ・フロー

当事業年度末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前事業年度末と比較して737百万円増加し、

1,357百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は3,198百万円となりました。主な増加要因は、税引前純利益3,289百万円、減価償

却費1,243百万円、仕入債務の増加額479百万円、建設協力金の家賃相殺額254百万円、未払消費税等の増加額116百

万円によるものであり、主な減少要因は、たな卸資産の増加額1,773百万円、法人税等の支払額688百万円等による

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は2,546百万円となりました。主な要因は、新規出店に係る有形固定資産の取得によ

る支出1,904百万円、差入保証金の差入による支出588百万円、無形固定資産の取得による支出72百万円等によるも

のであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は84百万円となりました。主な要因は、短期借入による収入500百万円、配当金の支

払額315百万円等によるものであります。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成24年２月期 平成25年２月期 平成26年２月期 平成27年２月期 平成28年２月期

自己資本比率 71.8 73.1 73.2 66.2 62.3

時価ベースの自己資本比率 200.1 146.2 142.7 103.6 103.5

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

0.2 0.1 0.6 1.9 1.3

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

1,764.8 736.1 522.4 337.8 375.9

(注)１．自己資本比率 : 自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率 : 株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 : 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ : 営業キャッシュ・フロー／利払い

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象としてお
ります。また利払いにつきましては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

４．営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお
ります。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要課題と考えており、安定的な財務体質の確立、企業価値の

向上に努め、将来の成長に備えて内部留保を図ると同時に、株主の皆様へ継続的に配当を行うことを基本方針とし

ております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、株主総会であり

ます。内部留保資金につきましては、店舗の新設及び改装等将来の利益に貢献する投資資金に充てると同時に、よ

り一層の財務体質の強化、今後の事業活動の充実、拡大、さらには、グローバルな事業展開に有効投資してまいり

たいと考えております。

具体的な投資につきましては、引き続き重点的に行っている関東地域への新規出店費用が大半を占めております。

このような方針に基づき、当事業年度の利益配当金につきましては、１株当たり期末配当額を当初の予想より２

円多い14円00銭とさせていただきたいと存じます。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。中間配当の決定機関は、取締役会であり

ます。

次期の配当金につきましては、利益配分に関する基本方針に基づき、１株当たり14円00銭を予定しております。
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（４）事業等のリスク

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、決算短信提出日現在において当社が判断したものであります。

①出店政策について

(ａ)直営店による店舗展開について

直営店による店舗展開は、下記のようなメリットがあります。

・会社の経営方針、施策等を迅速かつ適切に実施できる。

・店舗管理が容易かつ機動的に実施できる。

・出退店、移転等が臨機応変に実施できる。

しかしながら反面、出店費用、人件費等のコスト負担が大きくなるというリスクを負うこととなります。このた

め当社では、物件毎に商圏、競合状況、投資効果等を総合的に勘案し、立地を厳選の上、効率的な出店を心がけて

おりますが、物件確保の状況、貸主との交渉の状況、店舗建設工事の進捗状況等により出店時期や出店予定数が変

更されることで、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。また、直営店においては、賃借

による出店を基本としております。このため、店舗用物件の契約時に賃貸人に対し保証金及び建設協力金を差入れ

ております。差入保証金の残高は、当事業年度末現在3,900,361千円（総資産に対する割合11.9％）、建設協力金の

残高は、当事業年度末現在1,709,871千円（同5.2％）であります。当該保証金は、期間満了等による賃貸借契約解

約時に契約に従い返還されることとなっております。また、建設協力金は、当社支払家賃と相殺する形で契約期間

満了時までに全額回収する契約となっております。しかしながら、貸主側の経済的破綻等不測事態の発生により、

その一部又は全額が回収できなくなる可能性があります。また契約に定められた期間満了前に中途解約をした場合

は、契約内容に従って契約違約金の支払いが必要となる場合があります。

(ｂ)ＦＣ（フランチャイズ）展開について

当社では、“サイクルベースあさひ”ブランドの拡大と効率化を目的として、一部ＦＣ（フランチャイズ）による

店舗展開を行っております。ＦＣによる店舗展開は、直営店による出店と比較し、低コストによる店舗展開が可能

となり、ブランドの浸透と当社商品の占有率の向上に貢献しますが、一方で、フランチャイジーは独立した経営主

体であるため、下記のような潜在的なリスクも抱えております。

・統一的な店舗運営ノウハウ及び当社の経営方針、施策等を浸透させることが困難な場合がある。

・フランチャイジーの経営状態等により店舗運営に支障が生じる場合がある。

・ＦＣ店舗において重大なクレーム等が発生した場合、当社のブランド全体に対する信用失墜につながるおそれ

がある。

②業績の季節変動

当社の主要販売商品である自転車及び自転車関連商品は、一般的に、春から秋にかけてがレジャーアイテムとし

ての需要期であり、特に入学・入社シーズンが重なる春が最需要期となるため、上半期の売上高は下半期に比べ多

くなる傾向がある一方で、固定費部分の上半期・下半期の割合はほぼ一定であるため、営業利益の割合は上半期に

偏る傾向があります。

当社の最近２事業年度における上半期・下半期別の業績及び通期に対する比率は以下のとおりであります。

科目

前事業年度（平成27年２月期） 当事業年度（平成28年２月期）

上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期

金額（千円）
（％）

金額（千円）
（％）

金額（千円）
（％）

金額（千円）
（％）

金額（千円）
（％）

金額（千円）
（％）

売上高
26,242,499 18,318,825 44,561,325 28,113,217 20,288,880 48,402,097

58.9 41.1 100.0 58.1 41.9 100.0

売上総利益
12,710,709 9,038,611 21,749,320 13,871,522 9,908,737 23,780,259

58.4 41.6 100.0 58.3 41.7 100.0

営業利益
2,820,431 △397,574 2,422,857 3,313,590 △79,737 3,233,853

116.4 △16.4 100.0 102.5 △2.5 100.0

経常利益
2,851,848 △371,757 2,480,090 3,363,948 15,499 3,379,448

115.0 △15.0 100.0 99.5 0.5 100.0

(注) １.売上高には、消費税等は含まれておりません。
２.比率は通期に対する割合であります。
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③ＰＢ（プライベートブランド）商品について

当社では、顧客への「多彩な商品ラインナップ」、「確かな品質で値ごろ感のある商品」の提供を目的に、ＰＢ

商品の企画・開発に注力しております。

ＰＢ商品は、当社にて企画・開発を行い、主に海外の自転車メーカーに生産を委託しております。当期における

当該生産委託品の仕入高は13,622,905千円（総仕入高に占める割合52.0％）となっており、その大半は中国におい

て生産を行っております。このため、現地における今後の政治・社会情勢、経済的環境によっては、生産に支障が

生じたり、生産コストが上昇したりすること等により、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があり

ます。

また、当社では、適正な売上総利益率を確保するために、仕入価格の変動に対しては販売価格を柔軟に変更する

べく努めております。しかし、仕入と販売の時期の差によって十分な価格転嫁ができない期間が生じる場合や仕入

価格が予想を上回って変動した場合には、当社の売上総利益率が影響を受ける可能性があります。

なお、ＰＢ商品の企画・開発に当たっては、他社メーカーの特許権、商標権、意匠権等の侵害について細心の注

意を払っておりますが、これら権利を侵害したとして裁判等の紛争に至った場合においては、その処理に多額の費

用を要し、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

④為替リスクについて

当社は、中国を中心とした海外メーカーから商品を輸入しており、当事業年度の当社の輸入仕入高比率は49.4％

であります。当社では、為替変動リスクを軽減するため、適切なタイミングで為替予約取引を行っております。

また、輸入に関しましては、海外仕入先との仕入価格改定の交渉とともに国内販売先との販売価格改定の交渉等

を併せて行っておりますが、為替の変動幅が予想以上に大きくなる、又は為替予約のタイミングが不適切である事

などにより、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

⑤人材の確保・育成について

当社は直営店方式による自転車及び関連商品の小売業を事業の柱にしており、積極的な新規出店を行っておりま

す。また、自転車は「乗り物」であり、何よりも安全性が重視されるため、店舗において組立・整備・修理等を適

切かつ確実に行う必要があります。従って、店舗従業員の確保・育成は重要な経営課題となっております。

このため、当社においては、年１回の新規卒業者だけではなく、年間を通じて補充・出店のための要員を機動的

に採用しております。

一方、安全性を確保する技術的資格として、入社後２年以上経過の社員に対し、自転車技士、自転車安全整備士

など公的資格の取得を支援し、技術的、能力的に高い専門性を有した社員を配置し、専門店チェーンとしての独自

性と有用性により差別化を図っております。また、技能経験を考慮し十分な資質があると判断したアルバイトの社

員登用を行うなど、即戦力となる人材確保に関して成果を挙げつつあります。

また、社内技術講習会、展示会及びメーカー技術講習会等、さまざまな機会を積極的にとらえ、技術・商品知識

の修得をはじめとする人材の育成にも継続的に取り組んでおります。しかしながら万一、店舗数の拡大ペースに対

応した人材の確保・育成に支障をきたすといった場合には、出店ペースの減速、顧客に対するサービスの低下等に

より、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

⑥品質管理について

店舗においては、顧客より注文のあった自転車を組立・整備の上、引渡しを行います。当該組立・整備上の瑕疵

が原因で、販売した自転車による事故、負傷等が発生した場合、その損害の賠償又は補償を求められる可能性があ

ります。またＰＢ（プライベートブランド）商品においては、当社仕様による商品をメーカーに製造委託し、当社

オリジナルブランドとして販売しているため、製造物責任法（ＰＬ法）の適用を受けます。それらの企画発注に関

しては、国内・海外のいずれにおいても日本工業規格（JIS規格）適合を最低条件とし、当社独自の品質基準を設定

して、部品調達、メーカーの選定を行っております。またサンプル商品の仕様詳細のチェックをはじめ、完成品出

荷時には仕様の最終点検及び全般にわたる品質機能検査を義務付け、必要に応じて自ら立会検査を行うことによっ

て品質管理について万全を期しております。
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しかしながら製品の全てについて欠陥が無いという保証はありません。製造物責任賠償についてはＰＬ保険に加

入しておりますが、この保険で損害賠償額を充分にカバーできるという保証はありません。製造物責任を伴う事故

の発生があると保険料率の上昇が予想されます。また製品回収、交換・補修、設計変更など多額のコスト増大、当

社の社会的評価の低下とそれによる売上減少が予想されることから、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える

可能性があります。

⑦顧客情報の管理について

当社は、自転車を販売した顧客に対し、「自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関す

る法律（昭和55年11月25日法律第87号）」に基づく自転車防犯登録の勧奨や、サイクルメイト（任意で入会できる

当社会員サービス制度）への入会による盗難補償、無料点検、各種割引等のサービスを提供しております。また、

インターネットによる通信販売も行なっております。

これらに係る顧客情報は、内規である「個人情報保護管理規程」に基づき厳重に管理されており、インターネッ

トによる通信販売においても、外部から不正アクセスができないようにファイアーウォール等のセキュリティ手段

を講じております。

このように、顧客情報の管理には万全を期しておりますが、仮にシステム障害が生じた場合あるいは顧客情報が

外部に流出した場合には、当社における直接的損害や当社に対する信用の低下等により、当社の財政状態及び経営

成績に影響を与える可能性があります。

⑧海外戦略について

当社は『私たちは、自転車を通じて世界の人々に貢献できる企業を目指します。その企業目的に賛同し、参画す

るすべての人々が、豊かな人生を送れることを目指します。』という経営理念の実現のため、海外事業を展開してお

ります。平成22年３月中国北京市に現地法人「愛三希（北京）自行車商貿有限公司」を設立し、平成28年２月20日

現在、北京市に３店舗、成都市に４店舗出店しております。

なお、海外事業戦略には、現地において、政治、経済、社会の変化等の予期しない事象により、事業の継続が困

難になる可能性があり、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社及び当社の関係会社は、当社及び非連結子会社（愛三希（北京）自転車商貿有限公司）の計２社で構成されて

おり、店舗において自転車及びパーツ・アクセサリー等の関連商品の販売、各種整備及び修理等の付帯サービスの提

供を行っております。

当社は、当事業年度末現在、北海道・東北・関東・甲信越・中部・近畿・中国・四国・九州に394店舗の直営店を運

営している他、当社直営店ノウハウをもとに北海道、中部、近畿、中国、及び九州に24店舗のフランチャイズ店を展

開しており、子会社は、北京市において３店舗、成都市に４店舗の直営店を運営しております。

インターネット通信販売では、当社店頭では取り扱っていない専門性の高い自転車パーツ及びアクセサリーを中心

とした品揃えの「ネットワーキング店」に加え、一般ユーザーを対象とした自転車、自転車パーツ及びアクセサリー

を中心とした品揃えの「サイクルモール」を展開しております。

商品については、国内外自転車メーカー等のブランド品に加え、メーカーとの共同開発による当社オリジナル品、

そして、当社が企画開発した商品を中国や台湾の海外メーカーにて生産したＰＢ(プライベートブランド)商品を取り

扱っております。

当社オリジナル品、ＰＢ商品を中心としたＨＣ(ホームセンター)等の自転車売場への商品供給事業も行っておりま

す。

なお、当社は自転車小売事業を行う単一セグメントのため、セグメント別の記載を省略しております。

具体的な取扱品目は、以下のとおりであります。

品目別 主な内容

自転車
一般用自転車、スポーツ用自転車、子供用自転車
電動アシスト自転車、折りたたみ車

パーツ・アクセサリー 自転車関連部品、用品

ロイヤリティ フランチャイズ契約締結先からのロイヤリティ収入

その他
自転車の整備、修理等のサービス収入、フランチャイズ
店舗向けＰＢ（プライベートブランド）商品売上、サイ
クルメイト加入料等

事業の系統図を示すと以下のとおりであります。

（平成28年２月20日現在）
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は『私たちは、自転車を通じて世界の人々に貢献できる企業を目指します。その企業目的に賛同し、参画す

るすべての人々が、豊かな人生を送れることを目指します。』という経営理念及び「あさひ VISION 2020 -NEXT

STAGE-」の実現を目指した行動計画に基づき、以下の方針を掲げております。

① 全国各地へ自転車専門販売店をチェーン展開いたします。また地域特性を活かした品揃えや、自転車をご利用

されるシーンに合わせた提案型の展示方法など、お客様のニーズに合わせた店舗を展開してまいります。また

スポーツ車専門、子供車専門、電動アシスト自転車専門など、商品特性を活かした店舗展開も進めてまいりま

す。

② インターネット通信販売につきましては、愛好家、スポーツユーザー向け商品を扱う「ネットワーキング店」、

一般ユーザー向けにＰＢ（プライベートブランド）商品を中心とした商品を提供する「サイクルモール」の両

面展開により、未出店地域のお客様への対応力も一層高めてまいります。また「ネットで注文・お店で受取り」

サービスなど、地域密着型である店舗とサービスを融合させ、より身近により便利に自転車を提供できること

をめざし、オムニチャネルの実現に着手してまいります。

③ 商品供給事業は、売り場づくり、商品提案、接客方法、技術サービスなど、自転車販売店としてのノウハウの

提案、そして商品企画から製造、物流に至る一貫体制に基づいた当社ＰＢ商品の供給、さらには専任の担当者

の配置により、お取引先様に対するサポート体制の一層の充実を図ってまいります。

④ 海外戦略につきましては、経営理念に掲げております「世界の人々に貢献できる企業」を目指し、中国をはじ

めアジア圏における各国への商品供給など、海外事業の積極的な展開を進めてまいります。

⑤ 当社は、お客様のニーズをつねに汲み取り、それを反映した「高品質、高性能で値ごろ感のある」ＰＢ商品の

企画・開発に取り組んでおります。このＰＢ商品に店頭における高い技術力・サービスを加えることで、「健康

で快適なサイクルライフの提供」に貢献いたします。また、品質管理部門におきましては、工場、物流、店頭

の３段階での品質検査を行うなど、ＰＢ商品のさらなる安全性の強化・向上を実現してまいります。

これらに基づき、今後も自転車専門販売店チェーンとして、世界の人々のサイクルライフの向上に努めてまいり

ます。

　
（２）目標とする経営指標

①年間出店数

マーケティング機能の充実を図り、国内500店舗体制をめざし、毎期20～30店舗前後を目処とした新規出店のペー

スを維持し、お客様のさらなる利便性の向上に努めてまいります。

　
②自社開発商品構成比率

当社自社開発による「高品質・高機能で値ごろ感のある商品」の提供とともに、お客様にお好みの車種を選んで

頂けるよう、直営店におきましてはＰＢ商品とＮＢ商品の品揃え構成比率を各50％前後に保ってまいります。

　
③対売上高経常利益率

当社は自転車及び自転車関連商品販売が事業の大半を占めるため、本業の収益性が明確に表れる対売上高経常利

益率を重視しており、一層の効率的な運営による経常利益率の向上に努めてまいります。

　
（３）中長期的な会社の経営戦略

上記基本方針のもと、当社では、平成28年２月21日から平成31年２月20日までを対象とした中期経営計画を策定

しており、具体的には、以下「(4) 会社の対処すべき課題」で掲げる項目を基本戦略とし、ビジネスモデルの一層

の強化と新たな収益基盤の確立に取り組んでまいります。

　
（４）会社の対処すべき課題

　 当面の対処すべき課題及び具体的な取組状況等

当社は、自転車の専門店としての価値をより高め、さらに安全で魅力的な自転車を開発・提供するとともに、様々な新し

いサービスを提供し続けていくことにより、お客様のサイクルライフの一層の向上に取り組んでまいります。

また中期的には、「あさひ VISION 2020 -NEXT STAGE-」の実現に向けて「人間力」「商品力」「店舗力」を重要課題とし

て取り組んでまいります。

具体的には、以下のとおりとなります。

・「人間力」

　社員一人一人がお客様に合ったきめ細やかなご提案を行うこと、そのための接客力及び技術力向上に向けた従業

員教育の強化を行うことや出張修理引取り・お届けサービス「サイクルポーター」によるアフターサービスを導入

するなど、お客様のサイクルライフのより良きパートナーを目指してまいります。
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・「商品力」

　従来より取り組んでおります品質管理体制を一層強化し、つねに安心安全な自転車を提供できるように取り組ん

でまいります。また自社商品のブランド力強化やお客様の新たなニーズを取り入れた商品開発など、自転車の商品

価値向上に努めてまいります。

・「店舗力」

　オムニチャネルの実現により、お客様の購入頻度の向上と購入機会の拡大を図ってまいります。また、建替え・

リニューアルによる既存店舗の活性化、新規出店によるさらなる地域密着度の向上、提案型売り場作りの推進など、

より便利にご利用いただける販売体制を構築し、お客様の充実したサイクルライフを実現してまいります。

　
（５）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社は連結財務諸表を作成していないため、国際会計基準に基づく財務諸表を作成するための体制整備の負担等を

考慮し、日本基準に基づき財務諸表を作成しております。
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５．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成27年２月20日)

当事業年度
(平成28年２月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 751,730 1,487,652

売掛金 995,902 1,156,458

商品 6,962,497 8,417,484

未着商品 900,021 1,176,257

貯蔵品 115,247 157,156

未収入金 175,039 242,885

前払費用 229,354 268,738

繰延税金資産 92,725 452,246

その他 701,031 91,293

貸倒引当金 △1,949 △2,311

流動資産合計 10,921,602 13,447,861

固定資産

有形固定資産

建物 12,985,376 14,598,954

減価償却累計額 △4,680,840 △5,558,403

建物（純額） 8,304,535 9,040,550

構築物 363,442 507,338

減価償却累計額 △156,232 △213,176

構築物（純額） 207,210 294,161

機械及び装置 119,853 119,853

減価償却累計額 △66,944 △77,234

機械及び装置（純額） 52,908 42,619

車両運搬具 20,391 20,391

減価償却累計額 △18,562 △20,391

車両運搬具（純額） 1,828 0

工具、器具及び備品 799,410 912,067

減価償却累計額 △612,568 △674,678

工具、器具及び備品（純額） 186,842 237,389

土地 2,859,085 2,859,085

建設仮勘定 319,346 92,452

有形固定資産合計 11,931,756 12,566,259

無形固定資産

借地権 8,019 8,019

ソフトウエア 194,556 273,614

その他 59,436 91,418

無形固定資産合計 262,011 373,052
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(単位：千円)

前事業年度
(平成27年２月20日)

当事業年度
(平成28年２月20日)

投資その他の資産

出資金 10 10

関係会社出資金 160,000 91,083

従業員に対する長期貸付金 1,166 541

長期未収入金 11,605 10,525

長期前払費用 501,180 546,349

破産更生債権等 26,436 26,436

差入保証金 3,487,939 3,900,361

建設協力金 1,828,957 1,709,871

繰延税金資産 1,554 ―

投資不動産 203,249 203,249

減価償却累計額 △43,694 △46,262

投資不動産（純額） 159,555 156,987

その他 81,735 13,436

貸倒引当金 △49,236 △47,524

投資その他の資産合計 6,210,904 6,408,078

固定資産合計 18,404,672 19,347,390

資産合計 29,326,274 32,795,252

負債の部

流動負債

買掛金 2,683,263 3,115,299

短期借入金 1,000,000 1,500,000

1年内返済予定の長期借入金 99,996 1,066,684

未払金 612,193 678,747

未払費用 991,356 1,043,225

未払法人税等 313,095 611,837

未払消費税等 234,827 350,008

前受金 183,122 249,796

預り金 88,849 102,285

前受収益 11,261 6,025

為替予約 ― 393,629

賞与引当金 547,159 609,310

株主優待引当金 17,887 30,055

資産除去債務 6,275 ―

その他 1,707 1,537

流動負債合計 6,790,995 9,758,441

固定負債

長期借入金 2,566,684 1,500,000

株式報酬引当金 20,000 44,000

商品保証引当金 ― 75,592

資産除去債務 241,790 313,240

繰延税金負債 ― 348,636

その他 281,419 321,799

固定負債合計 3,109,894 2,603,269

負債合計 9,900,890 12,361,710
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(単位：千円)

前事業年度
(平成27年２月20日)

当事業年度
(平成28年２月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,061,356 2,061,356

資本剰余金

資本準備金 2,165,171 2,165,171

資本剰余金合計 2,165,171 2,165,171

利益剰余金

利益準備金 18,688 18,688

その他利益剰余金

特別償却準備金 265,394 1,173,948

別途積立金 13,090,000 13,090,000

繰越利益剰余金 1,532,659 2,277,235

利益剰余金合計 14,906,742 16,559,871

自己株式 △120,387 △120,387

株主資本合計 19,012,882 20,666,011

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 412,502 △232,469

評価・換算差額等合計 412,502 △232,469

純資産合計 19,425,384 20,433,541

負債純資産合計 29,326,274 32,795,252
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年２月21日
　至 平成27年２月20日)

当事業年度
(自 平成27年２月21日
　至 平成28年２月20日)

売上高 44,561,325 48,402,097

売上原価

商品期首たな卸高 5,783,247 7,063,468

当期商品仕入高 24,231,833 26,181,433

商品保証引当金繰入額 ― 75,592

合計 30,015,081 33,320,494

他勘定振替高 ※1 168,350 ※1 152,185

商品期末たな卸高 ※2 7,034,726 ※2 8,546,471

売上原価合計 22,812,004 24,621,837

売上総利益 21,749,320 23,780,259

販売費及び一般管理費 ※3 19,326,463 ※3 20,546,406

営業利益 2,422,857 3,233,853

営業外収益

受取利息 46,490 51,234

為替差益 ― 22,874

受取家賃 52,560 61,266

受取補償金 16,535 45,389

その他 30,942 38,432

営業外収益合計 146,528 219,197

営業外費用

支払利息 6,462 9,194

為替差損 37,228 ―

不動産賃貸原価 33,272 37,760

その他 12,331 26,647

営業外費用合計 89,295 73,602

経常利益 2,480,090 3,379,448

特別利益

固定資産売却益 ※4 119 ―

受取保険金 ― ※6 24,625

受取補償金 ※5 5,277 ※5 93,446

特別利益合計 5,397 118,072

特別損失

固定資産除売却損 ※7 30,187 ※7 16,418

関係会社出資金評価損 ― 68,916

減損損失 ※8 93,868 ※8 98,226

店舗閉鎖損失 ― ※9 6,900

災害による損失 ― ※6 17,859

特別損失合計 124,056 208,321

税引前当期純利益 2,361,432 3,289,198

法人税、住民税及び事業税 895,000 991,000

法人税等調整額 95,814 330,183

法人税等合計 990,814 1,321,183

当期純利益 1,370,617 1,968,014
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成26年２月21日 至 平成27年２月20日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金合

計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計特別償却準備

金
別途積立金

繰越利益剰余

金

当期首残高 2,061,356 2,165,171 2,165,171 18,688 ― 11,090,000 2,742,322 13,851,010

当期変動額

剰余金の配当 △314,885 △314,885

特別償却準備金の積

立
265,394 △265,394 ―

当期純利益 1,370,617 1,370,617

別途積立金の積立 2,000,000 △2,000,000 ―

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 265,394 2,000,000 △1,209,662 1,055,731

当期末残高 2,061,356 2,165,171 2,165,171 18,688 265,394 13,090,000 1,532,659 14,906,742

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

繰延ヘッジ損

益

評価・換算差

額等合計

当期首残高 △268 18,077,269 △65,361 △65,361 18,011,907

当期変動額

剰余金の配当 △314,885 △314,885

特別償却準備金の積

立
― ―

当期純利益 1,370,617 1,370,617

別途積立金の積立 ― ―

自己株式の取得 △120,118 △120,118 △120,118

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
477,863 477,863 477,863

当期変動額合計 △120,118 935,613 477,863 477,863 1,413,477

当期末残高 △120,387 19,012,882 412,502 412,502 19,425,384
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当事業年度(自 平成27年２月21日 至 平成28年２月20日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金合

計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計特別償却準備

金
別途積立金

繰越利益剰余

金

当期首残高 2,061,356 2,165,171 2,165,171 18,688 265,394 13,090,000 1,532,659 14,906,742

当期変動額

剰余金の配当 △314,885 △314,885

特別償却準備金の積

立
908,553 △908,553 ―

当期純利益 1,968,014 1,968,014

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 908,553 ― 744,575 1,653,129

当期末残高 2,061,356 2,165,171 2,165,171 18,688 1,173,948 13,090,000 2,277,235 16,559,871

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

繰延ヘッジ損

益

評価・換算差

額等合計

当期首残高 △120,387 19,012,882 412,502 412,502 19,425,384

当期変動額

剰余金の配当 △314,885 △314,885

特別償却準備金の積

立
― ―

当期純利益 1,968,014 1,968,014

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
△644,971 △644,971 △644,971

当期変動額合計 ― 1,653,129 △644,971 △644,971 1,008,157

当期末残高 △120,387 20,666,011 △232,469 △232,469 20,433,541
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年２月21日
　至 平成27年２月20日)

当事業年度
(自 平成27年２月21日
　至 平成28年２月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 2,361,432 3,289,198

減価償却費 1,077,532 1,243,485

減損損失 93,868 98,226

関係会社出資金評価損 ― 68,916

長期前払費用償却額 11,317 10,256

建設協力金の家賃相殺額 223,765 254,230

貸倒引当金の増減額（△は減少） 38,350 △1,350

賞与引当金の増減額（△は減少） 39,638 62,151

株主優待引当金の増減額（△は減少） 2,570 12,168

商品保証引当金 ― 75,592

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △85,447 ―

株式報酬引当金の増減額(△は減少) 20,000 24,000

受取利息及び受取配当金 △46,490 △51,234

支払利息 6,462 9,194

受取補償金 △5,277 △93,446

受取保険金 ― △24,625

固定資産除売却損益（△は益） 30,067 16,418

災害損失 ― 17,859

店舗閉鎖損失 ― 6,900

売上債権の増減額（△は増加） △55,941 △160,556

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,737,681 △1,773,131

未収入金の増減額（△は増加） 693 △67,846

仕入債務の増減額（△は減少） 570,877 479,726

未払消費税等の増減額（△は減少） 156,433 116,000

未払金の増減額（△は減少） 31,695 12,532

未払費用の増減額（△は減少） 118,599 51,185

その他 114,813 112,735

小計 2,967,279 3,788,589

利息及び配当金の受取額 160 214

利息の支払額 △5,605 △8,510

災害損失の支払額 ― △10,789

補償金の受取額 5,277 93,446

保険金の受取額 ― 24,625

法人税等の支払額 △1,073,790 △688,748

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,893,321 3,198,828

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,616,074 △1,904,147

無形固定資産の取得による支出 △122,041 △72,313

有形固定資産の売却による収入 38,655 ―

貸付けによる支出 △1,524 △1,520

貸付金の回収による収入 2,977 2,004

長期前払費用の取得による支出 △9,069 △2,241

資産除去債務の履行による支出 △4,644 △12,254

差入保証金の差入による支出 △873,274 △588,889

差入保証金の回収による収入 72,823 48,206

建設協力金の支払による支出 △77,559 △15,000

定期預金の払戻による収入 5,084 ―

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,584,646 △2,546,156
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財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,000,000 500,000

長期借入れによる収入 1,500,000 ―

長期借入金の返済による支出 △99,996 △99,996

自己株式の取得による支出 △120,262 ―

配当金の支払額 △314,958 △315,055

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,964,783 84,948

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △726,541 737,620

現金及び現金同等物の期首残高 1,346,772 620,231

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 620,231 ※ 1,357,851
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社出資金

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品

総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 未着商品

個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(3) 貯蔵品

総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

建物（建物附属設備は除く）

a)平成10年３月31日以前に取得したもの

定率法によっております。

b)平成10年４月１日以降に取得したもの

定額法によっております。

c)事業用定期借地権が設定されている借地上の建物

借地契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

なお、平成10年３月31日以前に取得したものはありません。

建物以外

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 8～50年

工具、器具及び備品 2～20年

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただしソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法に

よっております。

(3) 投資不動産

建物（建物附属設備は除く）

定額法によっております。

建物以外

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10～15年
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５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上してお

ります。

(3) 株主優待引当金

将来の株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、株主優待券の利用実績率に基づいて、翌事

業年度以降に発生すると見込まれる額を計上しております。

(4) 株式報酬引当金

取締役に対する株式報酬に充てるため、当事業年度における業績指標及び役位に応じて付与された

ポイント数に基づき将来支給する役員報酬見積額を計上しております。

(5) 商品保証引当金

商品の保証サービスに係る将来発生すると見込まれる費用の支出に備えるため、過去の実績率に基づき

発生見積額を計上しております。

　

６．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

為替予約取引 外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

(3) ヘッジ方針

外貨建金銭債務及び外貨建予定取引の為替リスクの低減を目的とし当該取引を行うにあたっては、当

社の内部規程である「金融派生商品取引管理規程」に基づいております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

為替予約については履行が確実な輸入取引に係るものであり、確実に実行されるためヘッジの有効性

の評価を省略しております。

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来する流動性の高い、容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(会計方針の変更)

該当事項はありません。
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(会計上の見積りの変更)

　商品保証期間内のサービス費用について、利用実績率の把握が可能になったことから、当事業年度より事業年度

末の翌日以降に発生すると見込まれる費用の額を商品保証引当金として計上しております。

　この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利益、経常利益、税引前当期純利益は、75,592千円減少

しております。

(貸借対照表関係)

※１ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

　

※２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行（前事業年度は４行）と当座貸越契約を締結して

　 おります。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

前事業年度
(平成27年２月20日)

当事業年度
(平成28年２月20日)

当座貸越極度額の総額 2,000,000千円 5,800,000千円

借入実行残高 1,000,000千円 1,500,000千円

差引額 1,000,000千円 4,300,000千円

(損益計算書関係)

※１ 他勘定振替高は、自家消費に係るものであります。

　

※２ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれてお

ります。

前事業年度
(自 平成26年２月21日
至 平成27年２月20日)

当事業年度
(自 平成27年２月21日
至 平成28年２月20日)

28,741千円 43,832千円

　

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度82％、当事業年度84％、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は前事業年度18％、当事業年度16％であります。

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成26年２月21日
至 平成27年２月20日)

当事業年度
(自 平成27年２月21日
至 平成28年２月20日)

運送保管料 1,180,085千円 1,210,565千円

広告宣伝費 717,333千円 517,556千円

給料手当 6,512,154千円 7,085,632千円

貸倒引当金繰入額 38,750千円 △430千円

賞与引当金繰入額 547,159千円 609,310千円

福利厚生費 1,201,343千円 1,305,809千円

退職給付費用 58,365千円 65,485千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,572千円 ―千円

株式報酬引当金繰入額 20,000千円 24,000千円

減価償却費 1,074,998千円 1,240,918千円

地代家賃 3,815,939千円 4,157,117千円

株主優待引当金繰入額 17,887千円 30,055千円

計 15,189,588千円 16,246,020千円
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※４ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成26年２月21日
至 平成27年２月20日)

当事業年度
(自 平成27年２月21日
至 平成28年２月20日)

車両運搬具 119千円 ―

　

※５ 受取補償金

　 前事業年度(自 平成26年２月21日 至 平成27年２月20日)

賃借物件である店舗の前面道路拡幅工事に伴い発生した看板移設等の工事にかかる補償金について5,277千円

を特別利益の受取補償金として計上しております。

　

　 当事業年度(自 平成27年２月21日 至 平成28年２月20日)

ＰＢ(プライベートブランド)商品の組み立て工程において混入した不良部品の点検・交換費用に係る補償金

について93,446千円を受取補償金として特別利益に計上しております。

　

※６ 受取保険金及び災害による損失

当事業年度（自 平成27年２月21日 至 平成28年２月20日）

平成27年５月に発生しました(旧)当社店舗、サイクルベースあさひ桜山店の火災による損失を災害による損

失17,859千円として特別損失に計上し、それに伴う受取保険金24,625千円を特別利益に計上しております。

なお、災害による損失の主な内訳は次のとおりであります。

たな卸資産の廃棄損 6,989千円

復旧費用 9,990千円

その他 879千円

計 17,859千円

　

※７ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成26年２月21日
至 平成27年２月20日)

当事業年度
(自 平成27年２月21日
至 平成28年２月20日)

建物 26,907千円 15,789千円

車両運搬具 73千円 ―

工具、器具及び備品 2,189千円 629千円

長期前払費用 1,017千円 ―

計 30,187千円 16,418千円
　

※８ 減損損失

前事業年度(自 平成26年２月21日 至 平成27年２月20日)

　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用 途 場 所 種 類

営業店舗 大阪府他
建物、構築物、工具、器具及び備
品、長期前払費用

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位として資産のグルーピングを行って

おります。その結果、営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループについて、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(93,868千円)として特別損失に計上しております。減損損失

の内訳は次のとおりであります。

　 建物 89,791千円

　 構築物 719千円

　 工具、器具及び備品 2,516千円

　 長期前払費用 840千円

　 減損損失 合計 93,868千円

なお、資産グループの回収可能価額は使用価値により測定し、将来キャッシュ・フローが見積値から乖離す

るリスクを当該見積りに反映させており、将来キャッシュ・フローを0.477%で割り引いて算定しております。
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当事業年度(自 平成27年２月21日 至 平成28年２月20日)

　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用 途 場 所 種 類

営業店舗 大阪府他
建物、構築物、工具、器具及び備
品、長期前払費用

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位として資産のグルーピングを行って

おります。その結果、営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループ及び閉店の意思決定を

行った店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(98,226千円)として特別損

失に計上しております。減損損失の内訳は次のとおりであります。

　 建物 93,252千円

　 構築物 569千円

　 工具、器具及び備品 3,645千円

　 長期前払費用 759千円

　 減損損失 合計 98,226千円

なお、資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づく使用

価値がマイナスであるため回収可能価額は零として評価しております。

※９ 店舗閉鎖損失の内訳は次のとおりであります。

　前事業年度
（自 平成26年２月21日
至 平成27年２月20日）

　当事業年度
（自 平成27年２月21日

　 至 平成28年２月20日）

賃貸借契約解約違約金 ― 6,900千円

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自 平成26年２月21日 至 平成27年２月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

発行済株式

　 普通株式（株） 26,240,800 ― ― 26,240,800

自己株式

　 普通株式（株） 303 82,447 ― 82,750

(注) 当社は、平成26年６月19日より「役員報酬BIP信託」を導入しております。当事業年度末の自己株式数には、

当該信託が所有する当社株式82,400株を含めております。

(変動事由の概要)

　増減数の内訳は、次のとおりであります。

　役員報酬BIP信託による当社株式の取得による増加 82,400株

　単元未満株式の買取による増加 47株
　

２. 新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。

３. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月17日
定時株主総会

普通株式 314,885 12 平成26年２月20日 平成26年５月19日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当の
原資

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月16日
定時株主総会

普通株式
利益
剰余金

314,885 12 平成27年２月20日 平成27年５月18日

(注)「配当金の総額」には、この配当金の基準日である平成27年２月20日現在で役員報酬BIP信託が所有する当社

株式82,400株に対する配当金988千円が含まれております。
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当事業年度（自 平成27年２月21日 至 平成28年２月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

発行済株式

　 普通株式（株） 26,240,800 ― ― 26,240,800

自己株式

　 普通株式（株） 82,750 ― ― 82,750
(注) 当事業年度末の自己株式数には、役員報酬BIP信託が所有する当社株式82,400株を含めております。

２. 新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。

３. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月16日
定時株主総会

普通株式 314,885 12 平成27年２月20日 平成27年５月18日

(注)「配当金の総額」には、この配当金の基準日である平成27年２月20日現在で役員報酬BIP信託が所有する当社

株式82,400株に対する配当金988千円が含まれております。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当の
原資

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月14日
定時株主総会

普通株式
利益
剰余金

367,366 14 平成28年２月20日 平成28年５月16日

(注)「配当金の総額」には、この配当金の基準日である平成28年２月20日現在で役員報酬BIP信託が所有する当社

株式82,400株に対する配当金1,153千円が含まれております。

　
(キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成26年２月21日
至 平成27年２月20日)

当事業年度
(自 平成27年２月21日
至 平成28年２月20日)

現金及び預金 751,730千円 1,487,652千円

株式報酬信託別段預金 △10,372千円 △8,671千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△121,127千円 △121,129千円

現金及び現金同等物 620,231千円 1,357,851千円

　

(リース取引関係)

　オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

前事業年度
(平成27年２月20日)

当事業年度
(平成28年２月20日)

１年内 17,800千円 ―

１年超 ― ―

合計 17,800千円 ―
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(金融商品関係)

１.金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社の金融商品に対する取組は、資金運用は短期的な預金等に限定し、資金調達については、銀行借入

等による方針であります。

デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

　

(2) 金融商品の内容及びリスク

営業債権である売掛金は、クレジットカード売上に関してクレジットカード会社、商品供給売上に関し

て取引先の信用リスクに晒されております。

差入保証金及び建設協力金は、店舗の賃貸借契約によるものであり、貸主の信用リスクに晒されており

ます。

短期借入金は、主に短期的な運転資金の調達を目的としたものであります。

長期借入金は、主に設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、償還日は、決算日後、最長４

年で固定金利であります。

営業債務である買掛金、未払金、未払費用、未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であ

り、その決済時において、流動性リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建取引に係る為替変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予約取引

であり、為替変動リスクに晒されております。

　

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、「債権管理規程」に従い、売掛金、差入保証金、建設協力金について、担当部署が主要な取引先

の状況を定期的にモニタリングし、取引相手先ごとに期日及び残高の管理を行うとともに、財務状況等の

悪化等による回収遅延のおそれのあるときは、担当部署が速やかに適切に処理を行っております。

　

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

デリバティブ取引の実行及び管理については「金融派生商品取引管理規程」に従い、決裁担当者の承認

を得て行っております。

また取締役会に対して、定期的な運用状況の報告がなされております。

　

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき、経理部が毎月資金繰計画を作成・更新し、手許流動性を維持する

ことなどにより、流動性リスクを管理しております。

　

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価格が変動することもあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等につ

いては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　

２.金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません。((注)２.を参照

ください。)
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前事業年度（平成27年２月20日）

貸借対照表計上額

(千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 751,730 751,730 ―

(2)売掛金 995,902 995,902 ―

(3)差入保証金 740,446 732,256 △8,189

(4)建設協力金 1,828,957 1,898,475 69,517

資産計 4,317,037 4,378,364 61,327

(1)買掛金 2,683,263 2,683,263 ―

(2)短期借入金 1,000,000 1,000,000 ―

(3)１年内返済予定の長期借入金 99,996 106,835 6,839

(4)長期借入金(１年以内返済予

定のものを除く)
2,566,684 2,559,446 △7,237

(5)未払金 612,193 612,193 ―

(6)未払費用 991,356 991,356 ―

(7)未払法人税等 313,095 313,095 ―

負債計 8,266,590 8,266,192 △397

デリバティブ取引(*)
①ヘッジ会計が適用されていな

いもの ― ― ―
②ヘッジ会計が適用されている

もの 638,548 638,548 ―
(*) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

当事業年度（平成28年２月20日）

貸借対照表計上額

(千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 1,487,652 1,487,652 ―

(2)売掛金 1,156,458 1,156,458 ―

(3)差入保証金 1,103,839 1,121,645 17,806

(4)建設協力金 1,709,871 1,809,308 99,436

資産計 5,457,821 5,575,064 117,242

(1)買掛金 3,115,299 3,115,299 ―

(2)短期借入金 1,500,000 1,500,000 ―

(3)１年内返済予定の長期借入金 1,066,684 1,069,281 2,597

(4)長期借入金(１年以内返済予

定のものを除く)
1,500,000 1,496,791 △3,208

(5)未払金 678,747 678,747 ―

(6)未払費用 1,043,225 1,043,225 ―

(7)未払法人税等 611,837 611,837 ―

負債計 9,515,793 9,515,182 △611

デリバティブ取引(*)
①ヘッジ会計が適用されていな

いもの ― ― ―
②ヘッジ会計が適用されている

もの △393,629 △393,629 ―
(*) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

　

(注)１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 差入保証金、(4)建設協力金

これらの時価は、将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債の利回りで割り引いた現在価値によっ

ております。
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なお、これらのうち、契約によりキャッシュ・フローが確定している差入保証金に含まれている差入預託保

証金(返済期限の定めのあるもの)及び建設協力金以外については、下記(注)２.のとおり、時価を算定するこ

とが極めて困難であるため、時価が確定できる差入預託保証金(返済期限の定めのあるもの)、建設協力金につ

いてのみ帳簿価額及び時価を記載しております。

　

負債

(1)買掛金、(2)短期借入金、(5)未払金、(6)未払費用、(7)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)１年内返済予定の長期借入金、(4)長期借入金

これらの時価は、元利金の合計金額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

　

(注)２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分 平成27年２月20日 平成28年２月20日

差入保証金 2,747,493 2,796,522

(注)１.の(3)の差入保証金(返済期限の定めのあるもの)を除き、市場価格もなくまた賃貸借契約における退去ま

での期間を算定することは困難であることから、キャッシュ・フローを合理的に見積ることができず、時価を算定

することが極めて困難である為、時価開示の対象としておりません。

　

(注)３.金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度(平成27年２月20日)

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 751,730 ― ― ―

売掛金 995,902 ― ― ―

差入保証金 37,631 162,878 207,482 332,454

建設協力金 126,501 505,082 544,489 652,884

合計 1,911,766 667,960 751,971 985,338

　

当事業年度(平成28年２月20日)

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,487,652 ― ― ―

売掛金 1,156,458 ― ― ―

差入保証金 55,596 241,951 305,057 501,234

建設協力金 124,942 506,621 552,312 525,994

合計 2,824,649 748,573 857,370 1,027,229
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(注)４.長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度(平成27年２月20日)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 1,066,684 ― 1,500,000 ―

　

当事業年度(平成28年２月20日)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 ― 1,500,000 ― ―

　

(有価証券関係)

関係会社出資金

　 前事業年度(自 平成26年２月21日 至 平成27年２月20日)

関係会社出資金(貸借対照表計上額160,000千円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、記載しておりません。

　

　 当事業年度(自 平成27年２月21日 至 平成28年２月20日)

関係会社出資金(貸借対照表計上額91,083千円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、記載しておりません。

(デリバティブ取引関係)

１ ヘッジ会計が適用されていないもの

該当事項はありません。

２ ヘッジ会計が適用されているもの

通貨関連

　前事業年度(平成27年２月20日現在)

ヘッジ会計の方法
デリバティブ

取引の種類
主なヘッジ対象

契約額等

（千円）

契約額等のうち

１年超（千円）

時価

（千円）

原則的処理方法
為替予約取引
買建
　米ドル

外貨建予定取引 6,489,904 ―
(注)

638,548

(注) 時価の算出方法は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　

　当事業年度(平成28年２月20日現在)

ヘッジ会計の方法
デリバティブ

取引の種類
主なヘッジ対象

契約額等

（千円）

契約額等のうち

１年超（千円）

時価

（千円）

原則的処理方法
為替予約取引
買建
　米ドル

外貨建予定取引 6,864,624 ―
(注)

△393,629

(注) 時価の算出方法は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出型の制度として、大阪商工会議所の特定退職金共済制度に加盟しております。
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２．退職給付費用に関する事項

前事業年度

(自 平成26年２月21日

至 平成27年２月20日)

当事業年度

(自 平成27年２月21日

至 平成28年２月20日)

特定退職金共済制度への拠出額 58,365千円 65,485千円

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
(平成27年２月20日)

当事業年度
(平成28年２月20日)

　繰延税金資産

　 賞与引当金 193,694千円 199,853千円

　 未払事業税 25,576千円 42,175千円

　 未払社会保険料 56,627千円 55,024千円

　 減価償却超過額 97,830千円 104,782千円

　 未払役員退職慰労金 32,221千円 29,126千円

　 株式報酬引当金 7,080千円 14,080千円

　 商品保証引当金 ― 24,189千円

　 建設協力金 104,969千円 86,231千円

　 資産除去債務 87,815千円 100,259千円

　 貸倒引当金 15,779千円 14,889千円

　 繰延ヘッジ損益 ― 113,467千円

　 その他 79,442千円 121,806千円

　繰延税金資産小計 701,037千円 905,887千円

　評価性引当額 △4,391千円 △3,675千円

　繰延税金資産合計 696,645千円 902,212千円

　繰延税金負債

　 長期前払費用 168,071千円 169,737千円

　 資産除去債務に伴う除去費用 62,815千円 73,412千円

　 特別償却準備金 145,432千円 555,452千円

　 繰延ヘッジ損益 226,046千円 ―

　繰延税金負債合計 602,365千円 798,602千円

　繰延税金資産純額 94,279千円 103,609千円
　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度
(平成27年２月20日)

当事業年度
(平成28年２月20日)

法定実効税率 37.8％ 35.4％

(調整)

住民税均等割 5.9％ 4.6％

税率変更 △2.2％ △0.3％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％ 0.4％

その他 0.1％ 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.9％ 40.1％
　

３．法人税等の税率の変更による影響額

平成27年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改

正する法律」（平成27年法律第２号）が公布され、平成27年４月１日以降に開始する事業年度より法人税率等が変

更されました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、平成28年２月21日から平成

29年２月20日までに解消が見込まれる一時差異については従来の35.4％から32.8％に、平成29年２月21日以降に

開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の35.4％から32.0％になります。

この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が36千円、当事業年度に費

用計上された法人税等調整額（借方）が9,030千円、繰延ヘッジ損益が8,994千円、それぞれ減少しております。
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(資産除去債務関係)

１ 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(１) 当該資産除去債務の概要

店舗の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　

(２) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該契約の契約期間と見積り、割引率は契約期間に応じた国債の利回りを使用して資産除

去債務の金額を算定しております。

　

(３) 当該資産除去債務の総額の増減

前事業年度
（自 平成26年２月21日

　 至 平成27年２月20日）

当事業年度
（自 平成27年２月21日

　 至 平成28年２月20日）

期首残高 171,501千円 248,065千円

不動産賃貸借契約に伴う増加額 77,682千円 67,817千円

時の経過による調整額 3,681千円 5,187千円

資産除去債務の履行による減少額 △4,800千円 △7,830千円

事業年度末残高 248,065千円 313,240千円
　

２ 貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

当社は事業用定期借地契約等に係るもの以外の不動産賃貸借契約に基づき、一部の店舗の退去時における原

状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来退去する

予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることが出来ません。そのため、当該債務に見合う資産除

去債務を計上しておりません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は自転車小売事業を行う単一セグメントのため、記載を省略しております。

　

【関連情報】

前事業年度(自 平成26年２月21日 至 平成27年２月20日)

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％超であるため、記載を省略してお

ります。

　

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため、記載はありません。

　

当事業年度(自 平成27年２月21日 至 平成28年２月20日)

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％超であるため、記載を省略してお

ります。

　

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高
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本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため、記載はありません。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自 平成26年２月21日 至 平成27年２月20日)

当社は自転車小売事業を行う単一セグメントのため、記載を省略しております。

　

当事業年度(自 平成27年２月21日 至 平成28年２月20日)

当社は自転車小売事業を行う単一セグメントのため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当社は関連会社がありませんので、該当事項はありません。

　

(関連当事者情報)

１ 関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

該当事項はありません。

　
(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

取引金額に重要性がないため記載を省略しております。

　
(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

該当事項はありません。

　
(4) 財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

該当事項はありません。

　
２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　
(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成26年２月21日
至 平成27年２月20日)

当事業年度
(自 平成27年２月21日
至 平成28年２月20日)

１株当たり純資産額 742.62円 781.16円

１株当たり当期純利益金額 52.34円 75.24円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(平成27年２月20日)

当事業年度
(平成28年２月20日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 19,425,384 20,433,541

普通株式に係る純資産額(千円) 19,425,384 20,433,541

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり純
資産額の算定に用いられた普通株式に係る事業年
度末の純資産額との差額の主な内訳(千円)

― ―

普通株式の発行済株式数(株) 26,240,800 26,240,800

普通株式の自己株式数(株) 82,750 82,750

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

26,158,050 26,158,050

３．１株当たり当期純利益額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自 平成26年２月21日
至 平成27年２月20日)

当事業年度
(自 平成27年２月21日
至 平成28年２月20日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 1,370,617 1,968,014

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,370,617 1,968,014

期中平均株式数(株) 26,186,121 26,158,050

４．株主資本において自己株式として計上されている役員報酬BIP信託に残存する自社の株式は、１株当たり当

期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、前事業年度

の１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。

１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前事業年度54,342株、当事業年

度82,400株であり、１株当たり純資産の算定上、控除した当該自己株式数は82,400株であります。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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６．その他

（１）仕入実績

当事業年度の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別

当事業年度

(自 平成27年２月21日

至 平成28年２月20日)

金額(千円) 前年同期比(％)

自転車 21,199,840 107.0

パーツ・アクセサリー 4,113,091 112.9

その他 868,502 111.8

合計 26,181,433 108.0

(注)上記金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）販売実績

当事業年度の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別

当事業年度

(自 平成27年２月21日

至 平成28年２月20日)

金額(千円) 前年同期比(％)

自転車 33,943,441 109.1

パーツ・アクセサリー 8,743,445 107.1

ロイヤリティ 186,835 108.4

その他 5,528,375 108.0

合計 48,402,097 108.6

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　 ２ 総販売実績に対する販売割合で10％以上の相手先はありません。

（３）役員の異動

① 代表者の異動

該当事項はありません。

② その他の役員の異動(平成28年５月14日付)

退任予定取締役

池永 隆
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